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(3)  次の表の基礎資格を取得した後、それぞれの在職年数と所要単位を充足した場合は、教育職員検定

により小学校教諭二種免許状の授与を受けることができます。（免許法別表第８） 

 

受けようとする免許状の種類 小学校教諭二種免許状 

基 礎 資 格 

幼稚園教諭普通

免許状を有して

いること。 

中学校教諭普通

免許状を有して

いること。 

在 職 年 数 （ 備 考 ２ ） ３ ３ 

科 目 名 単  位  数 

各
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目
又
は
教
諭
の

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目 

第
二
欄 

各 教 科 の

指 導 法 に

関 す る 科

目 

各教科の指導法 
１０ 

（備考３） 

１０ 

（備考４） 

第
四
欄 

道徳、総合

的 な 学 習

の 時 間 等

の 指 導 法

及 び 生 徒

指導、教育

相 談 等 に

関 す る 科

目 

道徳の理論及び指導法 １  

生徒指導の理論及び方法 

２ 
 

全ての事項にわ
たること。 

２ 

全ての事項にわ
たること。 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的

な知識を含む。）の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方

法 

合        計 １３ １２ 

備考  １ 各単位は、認定課程（前記（１）備考３）によるほか、他の課程（免許法認定講習等）にお

いても修得することができます。 

２ 基礎資格を取得した後、基礎資格となる免許状又は授与を受けようとする免許状に係る学

校等において教諭又は講師（幼保連携型認定こども園及び基礎資格にかかる特別支援学校の

各部の教諭又は講師を含む。）として在職することが必要となります。 

３ 「各教科の指導法に関する科目」の修得単位は、幼稚園教諭の普通免許状を有する場合に

あっては、生活の教科を除く５以上の教科の指導法について、それぞれ２単位以上を修得し

なければなりません。（免許法施行規則 第 18 条の２備考２号） 

４ 「各教科の指導法に関する科目」の修得単位は、中学校教諭の普通免許状を有する場合に

あっては、その免許状に相当する教科を除く５以上の教科の指導法について、それぞれ２単

位以上を修得しなければなりません。（免許法施行規則 第 18 条の２備考２号） 

なお、複数の教科の中学校教諭普通免許状を有している場合には、有するすべての中学校教

諭普通免許状の免許教科の指導法を除くものとすること。 
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    ５ 小学校、学校教育法施行規則第 79 条の９第１項の規定により小学校における教育と一貫し

た教育を施す中学校、義務教育学校又は特別支援学校の小学部において、教員として良好な成

績で勤務した旨の実務成績証明者の証明を有する在職年数のある者が、所要単位の軽減を受け

る場合の修得方法は次のとおりとします。（免許法施行規則 第 18 条の２備考４号） 

 

基 礎 資 格 

幼稚園教諭普通免

許状を有している

こと。 

中学校教諭普通免

許状を有している

こと。 

在 職 年 数 （ 備 考 ７ ） １ ２ １ ２ 

各
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目
又
は
教
諭

の
教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目 

の
教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目 

第
二
欄 

各教科の指導

法に関する科

目（備考６） 

各教科の指導法 ７ ５ ７ ５ 

第

四

欄 

道徳、総合的

な学習の時間

等の指導法及

び生徒指導、

教育相談等に

関する科目 

道徳の理論及び指導法 １ １   

生徒指導の理論及び方法 
２ 

全ての

事項に

わたる

こと。 

１ 

全ての

事項に

わたる

こと。 

２ 

全ての

事項に

わたる

こと。 

１ 

全ての

事項に

わたる

こと。 

教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含

む。）の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育

の理論及び方法 

合計 １０ ７ ９ ６ 

 

６ 「各教科の指導法に関する科目」の修得単位は、１単位以上の科目の修得を含め５以上の教

科について単位を修得することが望ましいですが、単位軽減を受ける場合は以下のような修得

も可能とします。 

      ※７単位を修得する場合 

       ４教科以上を修得する。（例：２単位×３教科＋１単位×１教科） 

      ※５単位を修得する場合 

       ３教科以上を修得する。（例：２単位×１教科＋１単位×３教科 

又は、２単位×２教科＋１単位×１教科） 

      なお、修得する教科については備考４を参照してください。 

    ７ 別表第８の最低在職年数（備考２の在職年数）へ算入した年数は、本表の在職年数に含める

ことはできません。 


